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資源向上支払
地域資源の質的向上を図る活動を支援

対策のコンセプト対策のコンセプト

「農業の多面的機能の維持・発展」「農業の多面的機能の維持・発展」

「制度の内容と変更」「制度の内容と変更」

農地・水保全管理支払交付金
（共同活動）

農地・水保全管理支払交付金
（向上活動）

農地維持支払
多面的機能を支える共同活動を支援

資源向上支払（共同）

資源向上支払（長寿命化）

【 平成１９年度～平成２５年度 】 【 平成２６年度以降 】

農業の多面的機能は農産物の供給機能と一体のものとして生じていますが、農村集
落では高齢化や混住化が進行し、農地や農業用水などの資源を守る「まとまり」が弱
まっています。そのため、地域の共同活動に取り組む組織に対して支援を行い、農業
の多面的機能の促進を図っていくことが本対策のコンセプトとなっています。

【 平成２３年度～平成２５年度 】



対策の内容

■地域環境の保全 ■素掘り水路からコンク

リート水路への更新

■農道舗装の補修 ■未舗装農道の舗装

国・県・市町村による助成単価

地 目 10a当たり単価

水 田 3,０00円/10a

畑 2,０00円/10a

草 地 250円/10a

財源は、国50％、県25％、市町村25％

農地維持支払

農地維持支払 資源向上支払（共同） 資源向上支払（長寿命化）

■水路の保全管理■ 農道の保全管理

地 目 10a当たり単価

水 田 2,400円/10a

畑 1,440円/10a

草 地 240円/10a

地 目 10a当たり単価

水 田 4,400円/10a

畑 2,000円/10a

草 地 400円/10a

資源向上支払（共同） 資源向上支払（長寿命化）

市町村 活動組織

助言、指導

実践状況確認等

規約の作成

活動計画の作成

活動の実施

実施状況等の報告

事業計画の認定事業計画の認定

事業計画の申請

事業計画の認定

※計画期間は原則５年間



H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30
H29からH30
の増減

91 105 111 120 128 144 156 160 191 196 191 198 7

5,554 5,782 5,960 6,156 6,302 6,462 6,672 6,814 7,547 7,627 7,313 7,466 153

H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30
H29からH30
の増減

91 105 111 120 128 144 156 160 179 183 170 176 6

5,554 5,782 5,960 6,156 6,302 6,462 6,672 6,780 7,348 7,406 6,978 7,124 146

H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30
H29からH30
の増減

43 75 91 93 102 108 110 115 5

1,192 2,258 3,404 3,559 3,736 3,863 4,155 4,383 228対象農用地面積(ha)

活動組織数

（３）資源向上支払（長寿命化）の取り組み組織数、取り組み面積の推移

活動組織数

（１）農地維持支払の取り組み組織数、取り組み面積の推移

対象農用地面積(ha)

活動組織数

（２）資源向上支払（共同活動）の取り組み組織数、取り組み面積の推移

対象農用地面積(ha)

１．多面的機能支払交付金の取り組み状況の推移について

○農地維持支払
・県内において、198組織が7,466haの農用地を事業計画に位置付けて活動に取り組んでいる。

【前年比】 7組織、153haの増
○資源向上支払（共同）
・県内において、176組織が7,124haの農用地を事業計画に位置付けて活動に取り組んでいる。

【前年比】 6組織、146haの増
○資源向上支払（長寿命化）
・県内において、115組織が4,383haの農用地を事業計画に位置付けて活動に取り組んでいる。

【前年比】 5組織、228haの増

平成２３年度から実施

※H19～H25は農地・水・管理支払交付金における取り組み状況を参考として記載している。



農地維持支払の取り組み状況 資源向上活動（共同）の取り組み状況

資源向上活動（長寿命化）の取り組み状況

平成１９年度から事業が始まって以降、新たに事業を
取り組む組織は、わずかながら増加傾向にあったが、
ここ２、３年は伸び悩んでいる状況。



２．農地維持支払、資源向上支払（共同）、資源向上支払（長寿命化）の実施状況

○各活動組織の３つの活動の組み合わせ別に組織数をみると、農地維持、共同、長寿命化の３つを実施している組織が多い。
○前年と比べると、農地維持、共同、長寿命化の３つを実施している組織が最も増加した。
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保全対象の施設数

（１）農地維持支払による保全管理施設

水路（km） 農道（km） ため池（箇所）

1,737.5 1,296.4 55

（２）資源向上支払（長寿命化）の対象施設

水路（km） 農道（km） ため池（箇所）

69.7 34.1 7

（３）（２）のうち、平成３０年度に補修（更新）した対象施設

水路（km） 農道（km） ため池（箇所）

5.7 2.3 2

活動組織の構成員

合計
（人） 農業者（人） 非農業者（人）

29,663 19,713 9,950



３．平成３０年度の市町村毎の取り組み状況

○取り組み面積については、北杜市、南アルプス市が大きい。
○農振農用地の保全率（カバー率）については、上記２市のほか富士川町、甲州市が高い。
○未実施の市町村は、昭和町、早川町、南部町、上野原市（H30から）、道志村、西桂町、忍野村、山中湖村、鳴沢村、丹波山
村の１０市町村である。

実施地区数 取組面積(ha) カバー率(%) 実施地区数 取組面積(ha) カバー率(%) 実施地区数 取組面積(ha) カバー率(%)

甲府市 868.30 2 23.36 2.7% 2 23.36 2.7%

韮崎市 1763.40 23 540.15 30.6% 23 540.15 30.6% 15 339.75 19.3%

南アルプス市 2535.40 12 1088.68 42.9% 12 1088.68 42.9% 1 102.13 4.0%

北杜市 6569.70 90 2645.35 40.3% 71 2321.24 35.3% 65 2301.98 35.0%

甲斐市 923.70 3 167.63 18.1% 3 167.63 18.1% 1 2.83 0.3%

中央市 744.10 2 53.87 7.2% 2 53.87 7.2%

山梨市 2201.60 9 686.20 31.2% 9 686.20 31.2% 9 686.20 31.2%

笛吹市 3497.60 14 901.00 25.8% 14 901.00 25.8% 1 36.00 1.0%

甲州市 2037.00 9 762.00 37.4% 9 762.00 37.4% 8 699.00 34.3%

市川三郷町 562.20 5 76.55 13.6% 3 65.00 11.6%

富士川町 341.60 10 149.10 43.6% 10 149.10 43.6% 8 128.40 37.6%

身延町 404.60 7 62.76 15.5% 7 62.76 15.5% 6 60.40 14.9%

富士吉田市 113.40 1 7.70 6.8% 1 7.70 6.8%

都留市 344.10 7 75.29 21.9% 7 75.29 21.9% 1 26.40 7.7%

大月市 296.70 2 13.49 4.5% 1 7.50 2.5%

富士河口湖町 725.20 1 210.00 29.0% 1 210.00 29.0%

小菅村 41.60 1 2.58 6.2% 1 2.58 6.2%

合計 23970.2 198 7465.71 31.1% 176 7124.06 29.7% 115 4383.09 18.3%

市町村
農振農用地
面積(ha)

農地維持支払 資源向上支払（共同） 資源向上支払（長寿命化）



丹波山村
上野原市

（H29まで実施）

道志村

山中湖村

忍野村

西桂町
（H26まで実施）

鳴沢村
（H23まで実施）

南部町
（H28まで実施）

早川町

昭和町
（H23まで実施）

平成３０年度時点での未実施市町村

:実施

:未実施

・事務の負担が大きい

・地域の担い手やリーダー不足

・まとまった農地が無い

未実施の理由



○北杜市の交付金額が最も多く、全体の約50％を占めている。
※補助率 国：１／２、県：１／４、市町村：１／４

４．平成３０年度の市町村毎の交付金交付額

国費 県費 市町村費 国費 県費 市町村費 国費 県費 市町村費

甲府市 755,200 257,900 128,950 128,950 119,700 59,849 59,851

韮崎市 33,592,794 7,375,500 3,687,750 3,687,750 3,809,415 1,904,707 1,904,708 5,611,482 2,805,741 2,805,741

南アルプス市 41,868,116 13,108,350 6,554,175 6,554,175 6,281,930 3,140,961 3,140,969 1,543,778 771,889 771,889

北杜市 189,922,037 37,756,050 18,878,025 18,878,025 16,832,766 8,416,371 8,416,395 40,372,201 20,186,097 20,186,107

甲斐市 6,726,266 2,234,350 1,117,175 1,117,175 1,089,165 544,582 544,583 39,618 19,809 19,809

中央市 2,204,950 739,550 369,775 369,775 362,925 181,462 181,463

山梨市 29,728,430 6,862,000 3,431,000 3,431,000 3,197,340 1,598,670 1,598,670 4,804,871 2,402,434 2,402,445

笛吹市 26,596,812 9,010,000 4,505,000 4,505,000 4,054,500 2,027,250 2,027,250 233,906 116,953 116,953

甲州市 21,953,956 4,210,000 2,105,000 2,105,000 1,714,500 857,250 857,250 5,052,478 2,526,238 2,526,240

市川三郷町 3,006,500 1,065,250 532,625 532,625 438,000 219,000 219,000

富士川町 8,389,808 1,769,000 884,500 884,500 872,800 436,400 436,400 1,553,104 776,552 776,552

身延町 4,841,612 888,450 444,225 444,225 444,220 222,109 222,111 1,088,136 544,068 544,068

富士吉田市 319,300 107,000 53,500 53,500 52,650 26,325 26,325

都留市 3,858,110 999,550 499,775 499,775 567,835 283,917 283,918 361,670 180,835 180,835

大月市 519,300 191,850 95,925 95,925 67,800 33,900 33,900

富士河口湖町 840,000 262,500 131,250 131,250 157,500 78,750 78,750

小菅村 74,820 25,800 12,900 12,900 11,610 5,805 5,805

山梨県合計 375,198,011 86,863,100 43,431,550 43,431,550 40,074,656 20,037,308 20,037,348 60,661,244 30,330,616 30,330,639

資源向上支払（共同） 資源向上支払（長寿命化）
市町村 交付金額

農地維持支払



○農地維持支払の取り組み面積は、７，４６６haであり、地目別シェアは、水田４６．８％、畑５０．４％、草地２．８％。
○市町村別に見ると、山梨市、笛吹市、甲州市の峡東地域及び小菅村は畑における取り組み割合が１００％となっている。
また、米作りの盛んな韮崎市、北杜市では水田、酪農が盛んな富士河口湖町では牧草地のシェア率が高くなっており、
取り組み地域の特産に応じて地目割合に変化がみられる傾向となっている。

５．平成３０年度の地目別の取り組み状況（農地維持支払）



６．取り組み面積規模別組織（農地維持支払）

○活動組織の規模は、地域の実態に応じ、農地・農業用水等の資源や環境を最も保全できるエリアとして設定する。
○面積規模別では２０ha未満で４７％となっており、小規模な活動組織が最も多い。
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７．山梨県独自の活動について

○ 農業用施設における除雪・・・平成３０年度に追加

○ 果樹剪定枝等有機資源の有効活用

降雪時（大雪）における農道、水路、鳥獣害防止柵などの農業用施設の
適正な維持管理のため、除雪を行うこと

地域内で発生した伐採木や果樹剪定枝をチップ化し、有機資源として農地への還元や、
畦道や農道の路面材としての活用を図る

国の要綱要領に定める活動内容に加え、農業・農村の多面的機能の発揮を図るため、
地域の実情に合った県独自の活動を追加できる（実施要領別記１－３より）

○ 暗渠排水の補修・・・令和元年度に追加

暗渠排水の破損箇所や老朽化した箇所の補修等を行うこと



活動組織は、活動２年目、４年目の時点で自己評価を行い、事業の実施効果を検証する
こととしている。（平成２８年１２月１５日付け事務連絡より）

◎ 事業実施効果について

・災害時の備えについても、地域で考えるようになった（甲府など）

・鳥獣害防止柵の維持管理に活用しており、持続的な被害防止に成功している（韮崎など）

・情報交換が容易になったことで、担い手農家への集約が進んだ（北杜）

・地域の後継者となるグループとの連携が深まり、高齢者への作業負担が減った（北杜）

・子供たちが活動に参加することで、大人たちの意識が変わってきた（山梨）

※一部抜粋

８．取り組みの推進について

地域住民の意識の向上や活動による農業・農村の多面的機能の維持・発揮に効果を
感じている組織が多く見られた。

☆ 更なる事業の拡大に向け、推進活動の強化

市町村担当へヒアリング等を行い、現場の課題の聞き取りや、更なる事業周知を図る



◎ その他意見について

・非農家の出労要請をかけているが、高齢化などによりなかなかうまくいっていない（北杜）

・集落単位での農地保全は難しくなってきており、町単位で検討してほしい（北杜）

・高齢化により作業が負担となっているため、これを如何に軽減できるかが課題（北杜）

※一部抜粋

☆ 活動組織の合併（広域化）を推進

既存の活動組織同士を合併し、組織の事務の効率化と組織体制の強化を図る

高齢化や人材不足により、組織の運営及び活動の継続が難しくなってきている

☆ 事務作業員の育成

活動を継続する上で重荷となっている事務作業について、従事している構成員に対し、
実務研修などを行ってフォローしていく

☆ 活動組織の抽出検査

活動状況や書類などのチェックを行い、助言・指導を行っていく（年間４０組織を予定）


